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国境なき医師団日本 役員報酬内規

第 1条 目的

本内規は、特定非営利活動法人国境なき医師団日本定款第3章第21条を補完するために制定する。

第 2条.報酬

役員の総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を支払うことができる。

(1)報酬の額は月額とし、理事会の議決を経て、理事長がこれを定める。
(2)役員に就任した月から、報酬を支払うことができる。
(3)役員が退任、または死亡した場合は、その月分の報酬を支払うことができる。

第 3条.報酬の支払日

役員の報酬の支払いは、毎月末日とする。

第 4条.報酬の支払い

役員の報酬は、その全額を通貨で直接役員に支払うものとする。

ただし、法令または規定に基づき、役員の報酬から控除すべきものがある場合には、その役員に

支払うべき報酬の金額から、その金額を控除して支払うものとする。

第 5条 内規の改正

本内規の改正は理事会の議決を経て行う。

第 6条  実施
本内規は2014年 5月 9日 からこれを実施する。

役員報酬内規
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特定非営利活動法人 国境なき医師団日本

就業規則 (平成 21年 8月 1日 改定)抜粋

第4章 給 与

給与

職員の給与は、職位および職責を基本に決定する。

管理職   ジェネラル・ディレクター

ディレクター

マネージャー      または同等の職責

非管理職  コーディネーター     または同等の職責

オフィサー        または同等の職責

スタッフ         または同等の職責

給与は月俸制とする。

非管理職の月俸は基本給と40時間分の時間外勤務手当を含むものとする。 時間外勤務手当には、月

の所定総労働時間を超える時間外勤務手当、深夜勤務手当、休日勤務手当、法定休日勤務手当を含む

ものとする。 月 40時間を超える残業については事前に所属長の承認を得なければならない。

管理職は時間外勤務手当の対象とならない。 管理職の月俸は基本給と役職手当からなる。 役職手

当は深夜勤務手当を含むものとする。

給与は職務経験、職責の変更、物価の推移等を考慮して見直される。

第13条

1.

第14条

1.

2.

給与の支払

給与は暦月の1日 から末日までを支給対象期間とする。

給与の支給日は毎月25日 に職員が指定した国内の銀行日座に支給する。 ただし、当日が休日のときは

その直前の営業日を支給日とする。

雇用月、退職月、休職、復職や欠勤などで、支給対象期間がlヶ月未満の場合は、支給対象日数に基づ

き日割り計算によって支給する。 支給額の計算上1円未満の端数が生じたときは、これを1円 に切り上げ、

控除額に1円未満の端数が生じたときはこの端数を切り捨てる。

給与からは、下記の項目を控除する。

1)所得税、住民税、社会保険料、その他法令に定められたもの

2)社員の過半数を代表する者との書面協定により給与から控除することとしたもの

MSF日 本「就業規則」(平成 21年 8月 1日 改定)



第15条

1

第16条  時間外勤務手当
1. 非管理職の職員には、以下の割増率による時間外勤務手当を支給する。

″iSF属本

手当

(通勤手当)職員の自宅から就業場所までの最も経済的且つ効率的な公共交通機関による通勤定期代

を支給する。支給方法は、3ヶ月定期代を1月 (1～ 3月 分)、 4月 (4～ 6月 分)、 7月 (7～ 9月 分)、 および

10月 (10～ 12月 分)の給与支給日に支払う。 支給対象期間が3ヶ月に満たない場合は、lヶ月定期代に

基づく日割計算で支給する。 支給額の上限はlヶ月定期代 40,000円 と定める。

(子供手当)18歳以下の税務上被扶養者である子供を扶養する職員には、月額 15,000円 の子供手当を

支給する。 ただし、対象となる職員の子供が、既に本団体または MSFの他の機関によって子供手当を支

払われている場合は、本団体は当該子供に対する子供手当の支給を行わない。

勤務期間がlヶ月未満の場合、手当は暦月の勤務日数に基づき日割り計算によって支給する。 支給額の

計算上、1円未満の端数が生じたときは、これを1円 に切り上げ、控除額に1円未満の端数が生じたときはこ

の端数を切り捨てる。

1)

2)

3)

月の所定総労働時間を超えた勤務

深夜勤務  22時から5時まで

法定休 日勤務

25%

25%

35%

(抜粋以上 )

MSF日 本「就業規則」(平成 21年 8月 1日 改定)



書式第 17号 (法第 55条関係 )

特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項を記載した書類

法人名 特定非営利活動法人国境なき医師団日本 事 業 年 度 H31年 1月 1日 ～Rl年 12月 31日

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]
※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動
促進法施行規則第 32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

借 入 先 金   額

該当なし 円

円

円

円

円

〈
ロ 計 円

該当なし

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

一般個人寄付収入

一般法人寄付収入

その他団体寄付収入

外務省国際機関等拠出金

MSF韓国からのグラント

10,244,785,008円

539,999,588P]

67,999,814円

49,366,008円

352,031,644円

アソシエーション会費収入

利息収入および評価益等

550,470円

2,585,022円

円

円

円

円

円

円

円

△
[コ 計 11,257,317,554円

(3)その他



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

(1)資産の譲渡に係る料金及び条件等

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

(2)資産の貸付けに係る料金及び条件等

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

(3)役務の提供に係る料金及び条件等

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等

出張講演 円 講演依頼者の定めた金額

円

円

円

円

円

円

円

円



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の 最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞ
れ第一順位から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

(1) 収益の生ずる取引の上位5者

(2) 費用の生ずる取引の上位5者

(3) 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名

称
住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

2,073,695,981円 寄付金

352,031,644円 MSF韓国事務所からのグラン
ト

108,169,466円 寄付金

100,000,000円 寄付金

78,710,891円 寄付金

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

5,936,633,992円 人道援助活動支援費

1,696,000,000円 人道援助活動支援費

848,000,000円 人道援助活動支援費

221,479,298円
ニュースレター等の

印刷費

196,556,946円
ファン ドレイジン

グ・キャンペーン費用

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

譲 渡
年月日

譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等

該当なし 円

円

円

円

円

円



取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役務の提供

年月日
対 価 の 額 役務提供の内容等

※別紙参照

口 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付
年月日

対 価 の 額 譲渡資産の内容等

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

氏
′ク
,コ 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

5 給与の総額等に関する事項 [⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項]

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

72 395,506,957円



6 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等
支出した寄附金

額

※別紙参照

〈
ロ 計 円



7 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びに
その実施日]

実  施  日 使 途 金   額

2019.1.16

2019.1.16

2019.2.1

2019.2.1

2019.2.20

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

カンボジア国の個人へ立替経費の支払

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

ロシア国の企業へ語学研修費の支払

フランス国の支部へ人道援助活動支援の支払

619,747円

21,888円

427,155円

19,243円

851,776,195円

2019.2.22

2019.2.22

2019.2.22

2019.2.25

2019.2.28

スイス国の支部へ人道援助活動支援の支払

ロシア国の企業へ語学研修費の支払

スベイン国の支部へ人道援助活動支援の支払

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

カナダ国の支部ヘコンサルタント費用の支払

120,792,303円

27,742円

256,000,000円

170,058円

617,026円

2019.2.28

2019.2.28

2019.2.28

2019.3.15

2019.3.19

スペイン国の支部へ立替経費の支払

フランス国の支部へ立替費用の支払

オランダ国の 代理店へ航空券代の支払

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

フランス国の支部へ人道援助活動支援の支払

265,686円

2,901,633円

760,185円

1,766,232円

395,000,00011

2019.3.25

2019.3.25

2019.3.25

2019.3.29

2019.4.4

スイス国の支部へ人道援助活動支援の支払

カナダ国の支部ヘコンサルタント費用の支払

フランス国の企業へ国際保険料の支払

フィリピン国の企業へ語学研修費の支払

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

102,000,000円

401,849円

4,844,204円

16,373円

143,314円

2019.4.10

2019.4.18

2019.4.18

2019.4.18

2019.4.24

カナダ国の支部ヘコンサルタント費用の支払

フランス国の支部へ人道援助活動支援の支払

フランス国の個人へ立替経費の支払

オーストラリア国の個人へ立替経費の支払

スペイン国の支部へ人道援助活動支援の支払

409,558円

376,201,992円

146,218円

27,250円

255,000,000円



実 施  日 使 途 金   額

2019.4.25

2019.4.25

2019.5.10

2019.5.17

2019.5.21

フランス国の支部へ立替経費の支払

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

フランス国の支部へ人道援助活動支援の支払

スイス国の支部へ人道援助活動支援の支払

85,295円

589,739円

660,903円

395,000,0(Ю 円

89,499,500円

2019.5.24

2019.5.24

2019.5.24

2019.5.31

2019.6.7

アメリカ合衆国の企業へDM印刷費用の支払

カナダ国の支部ヘコンサルタント費用の支払

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

パプアニューギニア国でのプロジェクトのため持ち出し

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

18,523,940円

399,922円

431,868円

219,825円

194,336円

2019.6.14

2019.6.20

2019.6.20

2019.6.20

2019.6.20

ドイツ国の企業ヘコンサルタント費用の支払

フランス国の支部へ人道援助活動支援の支払

アメリカ合衆国の企業へDM印刷費用の支払

ドイツ国の個人ヘコンサルタント費用の支払

スイス国のインターナショナル オフィスヘの活動支援
金の支払

4,938,000円

366,934,165円

47,104,594円

2,645,796円

74,042,208円

2019.6.20

2019.6.21

2019.6.26

2019.6.26

スペイン国の支部へ人道援助活動支援の支払
255,∝Ю,0(Ю 円

406,100円
カナダ国の支部ヘコンサルタント費用の支払

アメリカ合衆国の支部へ立替経費の支払

フランス国の個人へ立替経費の支払

149,589円

123,003円

662,959円2019.6.26
オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

2019.6.28
ドイツ国の個人ヘコンサルタント費用の支払

ドイツ国の企業ヘコンサルタント費用の支払

1,647,867円

2019.7.05
255,492円

2019.7.05

2019.7.05

フランス国の個人へ立替経費の支払 23,792円

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払 527,647円

460,836,482円2019.7.19
フランス国の支部へ人道援助活動支援の支払



実 施  日 使 途 金   額

2019.7.19
スイス国の支部へ人道援助活動支援の支払

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

アメリカ合衆国の法人へ立替経費の支払

アメリカ合衆国の支部へ立替経費の支払

オーストラリア国の支部へ立替経費の支払

115,214,940円

2019.7.19

2019.7.25

2019.7.25

1,177,499円

55,349円

71,363円

2019.7.25
251,640円

2019.8.05

2019.8.05

2019.8.16

2019.8.28

2019.8.28

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

スペイン国の支部へ人道援助活動支援の支払

フランス国の支部へ人道援助活動支援の支払

シンガポール共和国の個人ヘコンサルタント費用の支払

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

626,643円

315,∝Ю,0(Ю 円

470,∝Ю,0〔Ю円

635,130円

392,073円

2019.9.09

2019.9.09

2019.9.10

2019.9.18

2019.9.20

イギリス国の企業ヘコンサルタント費用の支払

カナダ国の支部ヘコンサルタント費用の支払

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

フランス国の支部へ人道援助活動支援の支払

韓国の支部へ立替費用の支払

324,768円

827,521円

129,530円

443,114,036円

344,064円

2019.9.20 スイス国の支部へ人道援助活動支援の支払 236,225,508円

2019.9.20 フランス国の企業へ国際保険料の支払

フランス国の個人へ立替経費の支払

4,700,520円

2019.9.30
181,αЮ円

651,283円

3,5(弼 ,&Ю 円

2019.10.4 オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

2019.10.11 ドイツ国の企業ヘコンサルタント費用の支払

2019.10.11 フランス国の支部へ立替経費の支払 13,922円

2019.10.15

2019.10.17

2019.10.23

スイス国のインターナショナル オフィスヘの活動支援
金の支払

フランス国の支部へ人道援助活動支援の支払

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

83,657,289円

461,275,407円

363,124円

2019.11.13 オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払 &螂,921円



実 施  日 使 途 金   額

2019.11.15

2019.11.15

フランス国の支部への立替経費支払

フランス国の支部への立替経費支払

フランス国の支部へ人道援助活動支援の支払

シンガポール共和国の個人ヘコンサルタント費用の支払

アメリカ合衆国の企業へのコンサルティング費用支払

149,106円

146,122円

2019.11.20 空り,436,∝)2円

2019.11.22 334,266円

2019.11.22 2,846,355円

2019.11.22

2019.11.26

2019.11.29

2019.11.29

2019.11.29

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

スペイン国の支部へ人道援助活動支援の支払

フランス国の企業ヘコンサルティング料の支払

フランス国の個人へ写真の著作権の支払

カナダ国の支部へ給与立替経費の支払

664,654円

315,000,∝Ю円

373,265円

48,476円

530,848円

2019.11.29

2019.12.4

2019.12.6

2019.12.20

2019.12.20

フランス国の個人へ立替経費の支払

アメリカ合衆国の企業へDM印刷費用の支払

オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払

フランス国の支部へ人道援助活動支援の支払

スイス国の支部へ立替経費支払

119,143円

53,781,278円

428,253円

5gD,568,826円

283,689円

2019.12.20

2019.12.23

2019.12.23

スペイン国の支部へ人道援助活動支援の支払 lM,∞0,∝Ю円

66,687,327円

2,877,081円

スイス国の支部へ人道援助活動支援の支払

アメリカ合衆国の企業ヘコンサルティング料の支払

2019.12.23

2019.12.23

フランス国の企業ヘコンサルティング料の支払 292,462円

フランス国の立替経費の支払 2,727,720円

2019.12.23 オランダ国の旅行代理店へ航空券代の支払 1,264,364円



取引先の氏名等
法人との

  
住所又は所在地 省務の提供年月ロ 対 価 の 場 役務提供の内容等

201ツν25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/1/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり0,341円 。

2019/3/25 5,012 議演会等の日当、1回あたり3.041円 X15

2019/1/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/2/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/4/26 3.341 講演会等の日当、1回あたり3,341円 。

2019/5/27 3,341 講演会等の日当、1回あたり0,041円 。

2019/8/25 1.670 講演会等の日当、1回あたり3.341円 ×1/2

2019/1ノ25 5.012 請演会等の日当、1回あたり3.341円 ×15

20197'/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3,341円 。

2019/10/25 6.682 講演会等の日当、1回あたり0,341円 ×2

2019ノ 8/31 3,341 講演会等の日当、1回あたり3.041円 。

2019/2ノ 25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/3/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり0,041円 。

2019/7/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり0.041円 。

2019ノ 5ノ27 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/7/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり0,041円 。

2019/1/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり0,041円 。

2019/6/25 1.670 講演会等の日当、1回あたり3.341円 Xlノ 2

2019/6/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3,341円 。

3.341 講演会等の日当、1回あたり0.“1円。2019ノ 10/25

2019/1/25 6.682 講漬会等の日当、1回あたり3.341円 X2

2019/3/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3,"1円 。

講演会等の日当、1回あたり3.341円 。2019ノ 5/27 3.341

2019/3/25 0,341 議演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/3/25 6.682 講演会等の日当、1回あたり3.341円 ×2

請演会等の日当、1回あたり3.341円 X:/22019/1/25 1.670

2019/10/25 1,670 請演会等の日当、1回あたり3.341円 X1/2

2019/1/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり0.341円 。

講演会等の日当、1回あたり3.341円 。2019/2/25 3.341

議演会等の日当、1回あたり3.341円 X22019/10/25 6,602

講演会年の日当、1回あたり3.341円 ×1/22019/1ノ 25 1.670

講演会等の日当、1回あたり0.“1円。2019/12/25 3.341

2019/1/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/4/25 3,341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 .

2019/5/27 3.341 講演会●の日当、1回あたり3,341円 。

2019/7/25 3,341 請演会等の日当、1回あたり3,“1円。

講演会等の日当、1回あたり3.341円 。2019/1/25 3.341

講演会等の日当、1回あたり3.341円 。2019/8ノ 25 3.341



取引先の氏名等
法人との

住所又は所在地 役務の提供年月日 対 16の 頷 役務提供の内容等

2019/1/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/6/25 5.011 講演会等の日当、1回あたり3.341円 ×15

2019/10/25 6.682 講演会等の日当、1回あたり3.341円 X2

2019/3/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 .

2019/6/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/7/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/11/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/3/25 3.341 講演会等の自当、1回あたり3.341円 .

2019/11/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/7/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/9/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 .

2019/12/25 6.682 講演会等の日当、1回あたり3,341円 ×2

2019/3/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/9/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/10/25 6.682 講演会等の日当、1回あたり3.341円 X2

2019/11/25 6.682 講演会等の日当、1回あたり3.341円 ×2

2019/6/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/3/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 .

2019/12/25 3.341 講演会等の日当.1回あたり3.341円 。

2019/1/25 51.787
(Media interviows)p● rdiem l回 あたり3.341円 X
16.5

2019/2/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/11/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/1/25 6.602 講演会等の日当、1回あたり3.341円 X2

2019/12/25 3.341 講演会等の日当、1回あたし

'3.341円

。

2019/6/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2o19/4/25 3.341 諸演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/6/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/10/25 1.670 講演会等の日当、1回あたり3.041円 X1/2

2019/12/25 3,341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/1/25 6.682 講演会等の日当、1回あたり0,041円 X2

2019ノ 11ノ 25 3.341 講演会等の日当.1回あたり3.341円 。

2019ノ 3ノ 25 3.341 講演会年の日当、1回あたり3.341円 。

2019/9/25 1.670 講演会等の日当、1回あたり3.341円 X1/2

2019/10/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/3/25 6.682 講演会等の日当、:回あたり3,341円 X2

2019/10/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3,341円 。

2019/12/25 6.682 講演会等の日当、1回あたり3,341円 ×2

2019/6/25 3.041 講演会等の日当、1回あたり3.041円 。

2019/7/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/4/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。



取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地 役務の提供年月日 対 価 の 額 役務提供の内容等

2019/1/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/4/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/6/25 3.341 講演会●の日当.1回あたり0.041円 。

2019/6/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/0/25 1.670 講演会等の日当、1回あたし,3.341円 X1/2

2019/9/25 3,341 講演会等の日当、1回あたし,3.341円 。

2019/6/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/7/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/11/25 3.341 講演会等の日当、1回あたし

'3.341円

。

2019/2/25 3,341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/6/25 3.041 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/1/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円

2019/2ノ 25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/6/25 1,670 講演会等の日当、1回あたり3.341円 X1/2

2019/4/25 10,020 講演会等の日当、1回あたり3,341円 X3

2019/2/25 3.041 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/1/25 5.011 講演会等の日当、1回あたり3.341円 Xl.5

2019/10/25 1.670 講演会等の日当、1回あたり3,341円 X1/2

2019/3/25 3,341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/10/25 1.670 講演会等の日当、1回あたり3.341円 ×1/2

2019/11/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/4ノ25 3.34: 講演会等の日当、1回あたり3,041円 X1/2

2019/3ノ 25 1,670 講演会等の日当、1回あたり3.341円 X1/2

2019/10/25 1.670 誘演会等の日当、1回あたり3.341円 X1/2

2019/12/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/3/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/8/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/1/25 6.632 講演会等の日当、1回あたり3.341円 ×2

2019/9/25 1.670 講演会等の日当、1回あたり0,041円 ×1/2

2019/1/25 5.012 講演会等の日当、1回あたり3.341円 Xl.5

2019/1/25 3,341 諸演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019ノ 1/25 1.670 講演会等の日当、1回あたり3.341円 X1/2

2019/7/25 1.670 講演会等の日当.1回あたり3.341円 X1/2

2o19/7/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/1/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/7/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

20:9/3/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019ノ 9/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。



取引先の氏名等
法人との

住所又は所在地 役務の提供年月日 対 価 の 額 役務提供の内容等

2019/3ノ 25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/4/25 3.341 講演会等の日当、1回あたり3.341円 。

2019/12ノ 25 3,341 議演会等の日当、1回あたり3.“ 1円。

2019/'ノ 25 3.341 講演会等の日当、1回あたり0,341円 。

2019/10/26 3.341 講演会等の日当、1回あたり0.041円 。



6支出した
'附
金に関する事項 [⑥支出した寄開金の傾並びにその檜手先及び支

“

年月日:

,出年月日 支出発の名赤 所 在 珀 寄円の目的● 支出した■腑全ロ

H01 220 人道援助后勁支援 560.0∞ .αЮ

H31 222 人道援助活動支援 m.∞o.∞o

H01 222 人道援助活動支援 160.0∞.∞0

HO, 319 人道援助活動支援 395.∞ 0.∞ 0

H01 325 人道援助活動支援 102.∞ 0.∞0

H01 418 人道援助活動支援 395.∞0.0(0

H01 424 人道援助活動支援 255.000.000

R1 5_17 人道援助活動支援 006.000.000

R15:, 人道援助活動支援 48.051.000

R16_21 人道援助活動支援 102.000.000

R16_20 人道摂勁活動支援 095.000.000

R1620 人道援助活動支援 255.∞0.0(0

R1620 人道援助活動支援 56.195.702

R10.20 人道援助活動支援 10.006.:77

R1620 人遺援助后勁支援 10.019.730

R16_20 人道援助活動支援 6.221.345

R17.19 人道援助活動支援 470.000.000

Rl.719 人道援助活動支援 122.0∞ .αЮ

R186 人道援助活動支援 015.00〔 .0∞

R13_16 人道援助活D支援 470.∞0.00(

R1918 人道援助活動支援 470.0〔 r.α

"

R1920 人道援助活動支援 244.000.000



Rl 10 16 人道援助活動支援 54.485.290

Rl 10 15 人道援助活動支援 15.518.057

Rl 10.15 人道援助活動支援 10.490.400

Rl_1016 人道援助活動支援 0.001.997

Rl 10 17 人道援助活動支援 470.Om.αЮ

Rl l:20 人道援助活動支援 470.∝Ю.∞0

Rl l1 26 人道援助活動支援 015.∞0.∞0

Rl 12 19 人道援助活動支援 140.765.531

Rl.1220 人道援助活動支 1■ 599.020.550

RI.1220 人道援助活動支援 154.000.000

Rl 12_23 人道曇勁活動支援 77.∞ 0.∞0

Rl 12_01 人道援助活動支援 347.605.400

Rl_1231 人道援助活動支援 242.0〔 κ.∞0

Rl 12 31 人道摂助活動支援 121.0∞ .αЮ

Rl 12 31 人道操助活動支援 11.462

RI.12.31 人道援助活動支援 1.711.550

Rl 12 31 人道援助活動支援 -1.976.525

RI.12.31 人道援助活動支援 -602.37,



書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

法人名 特定非営利,舌動
'状
国境なき医師団日本 チェック1厠

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること
(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等
口 各社員の表決権が平等であること

′
′

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記録及び
帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること
二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

項  目

区  分

役員数

最も人数が

多い「親族

笥 の力ι″

プの人数

割 合

(②■

①

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグリレープの人数

割 合

(④■①)

① ② ③ ④ ⑤

④ 平成31年 1月 1日～令和元年 12月 31日 12人 0人 0% 0人 0%

⑤ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

に 1)

C主 2)

各欄の人群割よ 第3表付表1「役員の出別 から転記してください。

③吸びЭについて|ム 小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してくださιヽ

(例)33.333… %―→ 33.3%

ロ

各社員の表決権が平等である ◎
ヽ
ツ
４
ヽ ◎ ① ◎ 申 請 時

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

健意|ヨQ
・ 認定基準等チェック表 (第 3表)|よ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載及び添

付する必要があります。その場合、上記日の配載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、
添付を省略することができます。

上記を証する書類の名称とその内容等



ハ

Q_塑当菫望垣EttC□亜国医」璽□理型堕区1型堕量 量2_■□菫堕璽□ヒ墾騒_塑壼」■こ≦二菫Lユ_

項 日 ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

会計について公認会計士又は監査法人の監査

を受けている
いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び根簿書類の

保存を青色申告法人に準じて行っている
いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項 目 ③ ⑤ ◎ ③ ◎ 申 請 時

費途が明らかでない支出がある、根簿に虚偽の

記載がある等の不適正な経理の有無 有 有 毎ヽ

有・無 有・無 有・無 有 。無

第3表 (次葉)

C生意事項D

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、改
めて記載する必要はありません。

「認定基響チ ェック莉 彿 3詢 冨調醸領

記載要領の補足

○ 二において、「費途が明らかでない支出」と|よ 法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも
のをいい、法人が名日に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を
明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでない支土Uがあることになり、認定を受けることはできません。

項 目 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分欄の「④」から「◎」欄には、実績判定期間の各事

業年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の力知 を記載して、「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

口の各欄 該当する一方を「〇」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会員0第〇条に正会員の表決権 (又は議
決権)は平等に一票を与えると規定」のように記載しま

丸

ハの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「◎」lこついてlよ 上記イに記載する

各期間 (「④」から「◎」)を示したものです。

① 「会計について公認会計士又は監査
法人の監査を受けている」の「はい」

1こ
「○」_」堕L」易

`合

」こ1」」重査雪コ:壁1書L奎菫S

付してください。

② 「帳簿書類の備付け、取引の記録及
び根簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行っている」の「| い

した場合lこは、第 3表付表 2「帳簿組

織の状況」を記載し添付してくださ

い 。

の各欄 該当する一方を「〇」で囲みます。

なお、「④」から「◎」については、上記イに記載する

各期間 (「④」から「◎」)を示したものです。



書式第 8号 (法第 44条・51条・58条 関係 )

役  員 の 状  況

加藤 寛幸
理 事

○

第 3表付表 1

平成%年3月 22日就任

法人

名

特定非営利活動法 人 国境 な

き医師団 日本
◎ ⑤ ◎ ① ◎ 申 請 時

役   員   数 12人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人

平成
"年
3月 26日就任久留宮 隆 ○

理 事

理 事 平成り年3月 26日就任
吉野 美幸 ○

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏   名 住   所 職 名

続

柄

③ ⑮ C ① ◎
就任・退任

年月 日

中嶋 優子 理 事 ○ 平成
"年
3月 26日就任

黒崎 伸子 理 事 平成Ю年3月 25日 就任
○

鈴木 基 理 事 ○
平

"28‐

年3月 22日恵柱イ壬

ユ  ・ ソヒ 理 事 平成∞年3月 25日就任
○

田岡 知 明 理 事
○ 平,妊〕0年3月 25日就イ壬



ピエトゥリ ジャ
ン・ファブリス

理 事 ]うt■)年3月 25日就任
○

平

"31年

3月 26日就|イ壬

櫻井理咲子 理 事 ○

村 田慎二朗 理 事 ○ 平

"31年

3月 26日就イ壬

i)v-"7-))v 監 事 ○ 平成
"年
3月 31日就任

スィーヘル

リチャード

理 事 平成の年3月 26日就任

平成譴年3月 25日退任
○

理 事 平う或29年3月 26日就イ壬

平成趾年3月 25日週壬
副島 秀樹 ○

(注 意事項 )

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条 第 1項 に基づく書類 (役 員報酬規程等提出書
類)に 記載 した事項について、添付を省略することができます。



特定非営利活動法人 国境なき医師団日本

財務諸表並びに

独立監査法人の監査報告書

2020年 3月

目
［

日口

１

■■３

月

月

１

２１

年

年

９

９

１

１

０

０

２

２

自

至

0"20K'M● A2SA LLC.3“mned 18Ы !■v audi CO,pOnthn inOOrpO● led under ne Japem田 ●〕●彙〕d

'ヽ
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“"8腱
d
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2020年 3月 17日

特定非営利活動法人

会長 加 藤 寛
国境なき医師団日本

幸 殿

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士

く財務諸表監査>
当監査法人は、特定非営利活動法人 国境なき医師団日本の 2019年 1月 1日 から2019年 12月 31日 まで
の 2019年度の貸借対照表及び正味財産増減計算書、財務諸表に対する注記及び財務目録について監査を行っ
た。

財務諸表等に対する理事者の責任

理事者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計の基準に準拠して財務諸表等

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表等を作
成し適正に表示するために理事者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表等に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表等に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保

証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表等の金額及び閉示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤膠による財務諸表等の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務

諸表等の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、理事者が採用した会計方針及

びその適用方法並びに理事者によつて行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表等の表示を検討す

ることが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表等が、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計の基準に

準拠して、当該財務諸表等に係る期間の財産、正味財産増減の状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

利害関係

特定非営利活動法人 国境なき医師団日本と当監査法人又は業務熱行社員との間には、公認会計士法の規
定により記載すべき利害関係はない。

以 上

独立監査人の監査望宣豊



特定非営利活動法人 国境なき医師団日本

貸 借 対 照 表

2019年 12月 31日 現在

(単位 :円 )

科 目 当年度 前年度 増 減 増減比

:.資産の部
1.流動な産

]]]書

び

諷1裁諸表注配6参照)

その他流動資産

流動資産合計

2.固定資産
1)特定 資 産 (財務諸表注記 3参照)

人道援助プログラム支援金積立資金

2)その他の固定資産 (財務諸表注●5参照)
建物附属設備

事務用什器・備品

ソフトウェア

長期差入保証金等

固定資産合計

責産合計

Ⅱ.負債の部
1.流動負債
未払金

預り金等

流動負債合計

2.固定負債
退職給付引当金 (財務諸表注配9参Ю

固定負債合計

負債合計

Ⅲ.正味財産の部
指定正味財産 (財務諸表注配3参照)
一般正味財産

正味財産合計

負債および正味財産合計

2,129,418,761

219,290,460
11,869,282

481,877

23,536,338

1,354727,063
200,324,585

12,553,957

168,000

15,003,429

774,691,698

18,965,875
△ 684,675

313,877

8,532,909

57.2%
9.5%
△5.5%
186.8%
569%

2,384,596,718 1,582,777,034 801,819,684 50.7%

32,773,357

17,949,288

38,623,068

17,491,494

42.299.540

17,521,000

27,897.075

22,651,992

26,072,191

41.573.000

15,252,357

△ 9,947,787

15,971,076

△ 8.580,697
726.540

87.1%

△35.7%
70.5%
△32.9%
1.79る

149,136,747 135,715,258 13,421,489 9.9%

2,533,733,465 1,718,492,292 015,241,173 47.4%

1,457,581,967

2,919,666

763,312.559

2,074,185

694.269,408

845,481

91.0%
40.8%

1,460,501,633 765,386,744 695,114,889 90.8%

49,321,000 39,766,(メD0 9.554,100 24.0%
49,321,000 39,766,`猟00 9,554,100 240%
1,509,322,633 805,153,644 704,668,989 87.5%

32,773,357

991,137,475

17,521,000

895,817.648

15,252,357

95,319,827

87.1%
10.6%

1,023,910,832 913,338,6`18 110,572,184 12.1%

2,533,733,465 1,718,492,292 815,241,173 47.49イ ;



特定非営利活動去人 国境なき医師団日本

正味財産増減計算書

自2019年 4月イ日 =2019年 12月 31日
当年E 前年度

科  目
構成比金   額 構成比金   額 増 滅 増減比

10,852,764,410  100.0,4 0.490.258.305  100.0うイ: 2.362.526.105 27.8%
944,6
5.0,6

06%

10,244,785,003

539,999,588

67,999,844

401,307,652

928%
62シ6

1.0%

7.880,537,956

526,938,166

82,732,183
417.614460

2.364,247,052

13,061,422
△ 14,782,369

△ 16,216,000

300,6
2596
△179%
△3.0%

49,366.008

352,031,644

3,135,492

149.504,903

268.049,657
2,213,095

△ 100,198,895

03,982.087

852,397

31.3%
37.3ツ :

550.470

2,585,022

605,939

1,677,156

△ 55,469

907.866

△9.2%

54.19.6

11.257.317.554 8.910.155.860 2.347.161.694 26.3ツ :

9,120,893.412  0``.0ツ

`

7.015,735.017  01.5% 2.105,158.395 30.0%
8.542.661.646  70.11る 6,532,460,042  75.9% 2,040,493,604 30.0%

0.9,`

8.528,685,292

13,976,354

97.092.593 0.6%

6,520,831,042
11,337.000

53,506,982

2.007,354,250
2,639,354

43,585,611

308%
23.3%
Bl.5%

1.1%

56,954,023
40,138,570

1191350,457 1.3%

38,664,367
14,942.615

111,352,989

18,389,656

25,195,955
7,997,468

477%
168.6%
7.2%

0.2,6

73,743,172

40,607,285

10,379,734 0.4,`

76,753.217

34,599,772

32,011,489

1,989,955

6,007,513

△ 13,631,755

26%
17.4%
△42.6%

3.2ツ :

18,379,734

343.4()0.902 3.3ツ :

32,011.489

286.695.515

△ 13.631,755

56.713.467

△426%
19.0,4

92,089,013

143,940,635
24.907.594

33,385,338

111,933
48,974,469

1,514,433,411 13.996

95,122,800
131,151,055

5,474,839
25,329,725

1,953.215

27,663,79イ

1,400,4B5,7:〕4 16.3%

△ 3,033.377
12,789,580
19,432,755

8,055,613
△ 1,841,282

21,310,678

113,947.627

△32%
90%
354.9%
31.8%
△943%
770%
0.1%

143.691,984

932,143,157

273,502.506

51,814,881

18.036,756

95,244,127

224.970.353 2.1%

150,974,289

869,442,281
131,989,048

54,600,443
17,920,740

125,470,903

191.100.334 2.2%

△ 7.232,305

62,700,876
91.513,450
△ 2.865,562
116,016

2ヽ 30,234,356

33.862.019

△48%
72%
50.3%
△52%
06%
△24.1%
17.7つ

`150,882.194

21,609.006

52,478,353

301,700,551

130,621,485

14,568,965

45,917,884

297,040,315

20,260,709

7,040,841

6.560,469

4,652,236

155%
43.3%

443%
1.6%

21.310,160

30,920.363

100,704,497

140,765,531

2`,759,408

29,436.834

110,630,605

127,213.471

△ 449,248

1,483,532

△ 9,934,108

13.552,060

△2.1%

5.0%
△34%
407%

14.461.997.727 100.0% 0.904.377.450 100.0,` 2.257.620.277 25.4,イ

`

95,319,827 5,770,410 89,541,417

895,017.648 890,039,238 5,778,410

991,137.475 895,017,648 95,319,827

738,743,447

723,491,090

316.102.510

298.661,510

422.560,937

424,829,580

17.521.000 △ 2.263.64315.252.357
17.521.000 17.521,000

17.521.000 15.252.35732,773,357

1,023,910,332 913,338,648 110,572,104 12.1%

:群
獣辮
減の部   ~~

1)難
む・・注・。・照

|:1             

金 財3薔  a

硝徹言f膊罵齢

(2)経常費用 (財う■■注●1(9,日 )
ソーシヤル・ミッション(① +②+③+④+⑤ )
①援助活動費
人道援助プログラム支援金 (財3勝壺注●10,照 )
その他の人道援助活動費
②オペレーション・サポート・プロジェクト
人件費
その他 (蒙■.旅費交通費.滅蜀償却費●)
①海外派遣スタッフ募集・暴遺業務
人件費
その他 (家賃、旅費交通費、減価償却費等)
④アドポカシー活動費
人件費等

⑤広報活動費
人件費
ニュースレター・イベント等による広報活動費
ウエプサイト管理費
業務委籠手数料等
印刷費
その他 (家貫、旅費交通費、減価償却費等)
募金活動費
人件費
フアンドレイジング・キャンペーン費
業務委託手数料およびシステム関連贅
通信および書類等発送費
印刷費
その他 (家賃、旅費交通費、減価償却費等)
マネジメントおよび―般管理費
人件費
アツシエーション関連絡責 (人件■を除く)

その他 (家賃、旅費交壼費、減価償却費等)

その他海外向け支援金等
DNDiへの支援金

必須医薬品キヤンペーン支援金
MSFインターナショナル事務局経費
MSF韓国事務所活動支援金

一般正味財産当期増減額
一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

:l指定正味財産増減の部
1.使途指定寄付金受入額
2-般正味財産への振替額
指定正味財慶当期増減饉
指定正味財壼期首残高く財務

"壼
注目2,照 )

指定正味財産期末残富 (財着腋壼注
",照

)

鳳 次期艤越正味財産期末残高

経常費用 合計

経常収益 合計



特定非営利活動法人 国境なき医師団日本

財産目録
2019年 12月 34日 現在

(単 円 )

科   目 当年度 前年度 増 減

2,129,418,761 1,354,727.063 774,691,698

2,398,461

882,331.930

456,164,669

31,317,554

633.869,648

5,813,426

5,360,255

8,821,764

3,341,054

100,000,000

1,821,583

642,479,613
125,631,375

16,795,623

463,709,078

3,287,927

1,001,864

100,000,000

576.878
239,852,317

330,533,294

14,521,931

170,160,570

2,525,499

4,358,391

8,821,764

3,344,054

219,290,460 200,324,505 10,965,875

384,819
27,398,367

12,688,253

△ 8,340,286

△ 20,700,457

7.535,179

101,941,173

35,077,017

47,950,270

5,413,925

20,414,763

8,493,312

101,556,354

7,678,650

35,262,017

13,754,211

41,115,220

958,133

11,869,282 12,553,957 △ 604,675
481,877 168,000 313,877

8,532,90923,536,330 15,003,429

8,711,936
△37.802
△ 141.225

23,526,279

10,059

14,814,343

37,802

151,284

2,304,596,718 1,582,777,034 801,819,604

15,252,357

Zヽ 9,947.707

32,773,357

17,949,280

17,521,000

27,897,075
△ 9,947,787
15,971.076

17,949,288

38,623,068

27,897,075
22,651,992

△ 3,163,304
20,302,490
△ 1,168,110

△ 8.580,697

4,088,139
34,480,637
54,292

17.●1,●4

7,251,443
14,178,147
1,222,402
26,072,191

726.(11042.299,540 41,573,000
726.54042.299.540 41.573,000
13,421,`H39149,136,747 135,715,258

1,710,492,292 815,241,1732,533,733,465

710,346,3481.210,605,430 492,259,091
499,346,348
146,000,000
73,00(),000

△ 24,076,940

348,259,091
96,()00,000

48,000,000

271,053,468

847,605,439
242,000,000
121,000,000

246,976,528
045,4312,074,1852,919,666
845,4812,074,1852,919,6(X5

695,114,8091,400,501,633 765,386,744

39,766.900 9』塁生」■049,321,000
9,554,10039,760,90049,321,(N)0

805,153,644 704,668,9891,509,322,633

15,252,357

95,319,827

17,521,000

895,317,6411

32,773,357

991,13乙475
1lg,壺 z`L」 841,023,910,332 9131338.ol]!

015,241,1731,710,492,2922,533,733,465

:.資産の部
1.流動資産
現金および預金
手許現金

普通預金 ((綺三菱UFJ銀行 )

普通預金 (粽三井住友銀行 )
普通預金 (田みずほ銀行 )
振替貯金 (Hゆうちよ銀行)
普通預金 (楽天銀行 (株 ))
普通預金 (住信SBIネット銀行榊 )

普通預金 (住友信託銀行欄 )
普通預金 (三菱UFJ信託銀行備 )
定期預金 ((様三井住友銀行 )

未収入金
未収金
MSF韓国からのグラント未収金
MSFフランス
MSFインターナシヨナル・オフィス等
MSFオペレーション事務局 (海外派遣者経費)等

その他

前払費用
立替金

その他流働資産
金地金

貯蔵品

仮払金

流動責産合計

2.固定資産

1)特定資産

人遭援助プログラム支援金積立資金 (財務諸表注配3,m
2)その他固定資産 (財務諸表注記5,m
建物附属設備
事務所内装工事
事務用什器・備品
什器
器具備品
ビデオ機器
ソフトウェア
長期差入保証金等
事務所等の敷金

固定■産合計

資産合計

■.負債の部
1.流動負債
未払金(人遭援助プログラム支援金)
MSFフランス
MSFスペイン
MSFスイス
未払金(口内事業経費・その他)

預り金辱
その他

皿.正味財産の部

指定正味財産 (財璃諸曇注配3,照 )
一般正味財産

流動負債合計

(財著諸表注記 0参照 )

2.固定負債
退職綸付引当金

固定負債合計

負債合計

正味財産合計

負債および正味財産合計



財務諸表に対する注記

1.重要な会計方針

(1)財務諸表の作成基準

当年度から、「公益法人会計基準」(平成 20年 4月 11日 平成 21年 10月 16日 改正

内閣府公益認定等委員会)を採用している。

(2)固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産  定額法によっている。
耐用年数は建物附属設備および什器は 3～ 5年、器具備品およびビデオ機器は 3年

② ソフトウエア 定額法によっている。

耐用年数は 3～5年

(3)引 当金の計上基準

退職給付引当金 職員に対する退職金の支給に備えるため、退職金規定に基づく期末要
支給額を計上している。

(3)収益の認識

寄付収入は原則として、現金主義に基づき認識している。

現物寄付の扱い MSF日 本は金銭以外にも、現物寄付として、医薬品、ICT機器、ソフ

トウエア、マイレージ等の役務提供の支援を受けている。これらの現物寄付は取得時に

合理的に価額を見積もり、「寄付収入」として認識し、事業供用時に費用を計上している。

(4〉 消費税等の会計処理   税込方式によつている。

(5〉 経常費用について

費用については主要な活動別に区分して表示している。

① ソーシャル・ミッションー人道活動援助費用、活動のためのスタッフ募集等、医療
及び研究。開発、広報およびアドボカシー費用など活動をサポートする費用

② 募金活動費
③ 管理部門費
④ その他 MSF海外オフィス費用および必須医薬品キャンペーン・新薬開発イニシア
ティブヘのサポート費用



2.基本財産および特定資産の増減額ならびにその内訳
基本財産および特定資産の増減額ならびにその内訳は、次のとおりである。

(単位 :円 )

基本財産および特定資産の財産等の内訳

基本財産および特定資産の財産等の内訳は、次のとおりである。

(単位 :円 )

4.担保に供している資産   該当事項はない。

固定資産の取得価額、減価償却累計額および当年度末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額および当年度末残高は、次のとおりである。

(単位 :円 )

″
０

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産 ＾
Ｕ

小計

特定資産 17,521,000 32,773,357 17,521,000 32,773,357

小計 17,521,000 32,773.357 17,521,000 32,773,357

合計 17,521,000 32,773,357 17.521,000 32,773,357

科 目 当期末残高

(う ち指定正味財産からの

充当額)

(う ち一般正

味財産からの

充当額)

(う ち負債に対

応する額)

基本財産

小計

特定資産 32,773,357 (32,773.357)

小計 32,773,357 (32,773,357)

合計 32,773.357 (32,773,357)

科 目 取得価格 減価償却額 当年度末残高

建物付属設備 51,494,334 33.545,046 17,949,288

事務什器備品 406,520,323 67,897,255 38,623,068

什器 21,031,294 16,943,155 4,088,139

器具・備品 78,975,400 44,494,763 34,480,637

ビデオ機器 6,513,629 6,459,337 54,292

ソフトウエア 86,853.238 69,361,744 17,491,494

総計 244,867,895 170,804,045 74,063,850



８

）

6.債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高および当該債権の当期末残高
債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高および当該債権の当期末残高は、次のとおりであ

る。

(単位:円 )

科 日 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

未収入金 219,290,460 219,290,460

総計 219,290,460 219,290,460

7.保証債務等の偶発債務   該当事項はない。

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次の通りである。

(単位:円 )

科 日 金額

経常収益への振替額 17,521,000

合計 17,521,000

9.退職給付引当金

(1)採用している退職給付制度の概要  内部規定に基づき、退職一時金制度を設けている。
(2)退職給付債務およびその内訳

退職給付債務 49,321,000円 、退職給付引当金 49,321,000円

(3)退職給付費用           15,058,000円

10.当 年度の人道援助プログラム支援金の配分内訳

(単位:円 )

11.重要な後発事象

該当事項はない。

国内支援者からの寄付 外務省からの助成金 その他 プログラム支援金合計

MSFフ ランス 5,584,602,348 352,031,644 5,936,633,992

MSFス ペイン 1,696,000,000 1,696,000,000

MSFス イス 848,000,000 848,000,000

MSFオランダ 48,051,300 48,051,300

総計 8,128,602,348 48,051,300 352,031,644 8,528,685,292



法人名 特定非営利活!朝去人 国境なき医師団日本 チェック‖壽

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 宗教活動又は疏奇舌動等を行つていないこと
口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法

人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当

法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上
であること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

ロ

イ

項 目 ③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者

を教化育成する活動
有 ぬヽe>′ 有 ・ 無

有

無
有 。無

有

無

有

4口:
有 ・ 無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ

に反対する活動
有・① 有 ・ 無

有

無
有 。無

有

無

有

鉦
有 ・ 無

特定の公職の候補者若しくは公職にある

者又は政党を推薦し、支持し、又はこれら

に反対する活動

有・① 有 ・ 無
有

毎
有 ・ 無

有

毎

有

鉦
有 ・ 無

項 目 ◎ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当

法人とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人

の役員に対する報酬の支給の状況等に照らして、当法

人の役員に対する報酬の支給として過大と認められる

報酬の支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給に

関して鶴湯|」の利益の供与の有無

有。① 有・無 有。無 有・無 有・無 有・無 有・無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額

が当該資産のその譲渡の時における価額に比して著し

く過少と認められる資産の譲渡その他役員等又は役員

等が支配する法人と当法人の間の資産の譲渡等に関し

て特別の利益の供与の有無

有・① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及

び事業の運営に関して特別の利益の供与の有無
有・① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者

又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対す

る寄附の有無

有・① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

書式第 10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表) (初葉)

C主意事事D
・ 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第:項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、1薇淀轄 チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第 1項に基づく書類 緞員輌酬規層割日当日Dに記載した事項につい
て、添付を増錮喘することができます。

/



書式第 13号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 5表 )

(注意事0
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添イ寸する必要
があります。
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。

法人名 特定非営利活動法人 国境なき医師団日本 チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事
務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等
口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類
ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類
二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

′
′

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事
項等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※回覧に関する細則 確レ嘴韻D等がある場合に,よ その細則 は
'嚇
農ID等を添付してくださし、

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書雇0

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

ロ 各認癬 等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給‐与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源濠別の明細、借入金の明細そのf也の資金に関する事項
② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項
③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引
・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊
の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計1者頁が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した割附金の額並びにその相手先及び支出年月日
⑦ 海外́ のヽ送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し



書式第 14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動 1去人 国境なき医師団日本

認定基準等チェック表 (第 6表 )

認定基準等チェック表 (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

8申 請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し
ていること

チェック欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

CコDi事項D

・ 法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たっては 認定華 チェック表 (第 6表及び第18祠

は、記載する必lξ目はありません。
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第
55条第1項に基づく書類 (役員輛酬規程等提出書類)に記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第
29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑮ ◎ ① ◎ ①

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 霊
ヽ

有 鉦
ヽ

7 法令又!ざ去令に基づいてする行政庁の処分に1違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの
利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック相日

/

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 7表)iよ 法第55条第1項に基づく書類 (役員輛酬規程等提出書類)の提出時に記載及
び添付する必要があります。

④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有・① 有 ・ 無 有 生
ヽ
有 鉦

ヽ
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人 国境なき医師団日本 チェック欄

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人
は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合
イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取り消され
た場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特
例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しな
い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法204条等 い )若
しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金J11に処せられ その執行が終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等 ∝

2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

に は 、の ! 「 4

!二閣壼整堕宣堕墨窒旦蔓二こ童
=区
堕拉量22二ι曇::111を菫ヨ[lEL興 1二:」ヨ[」こL菫」:壺堕亘!聖1団i菫12Z!壺盤

'ゞ

」堕≡生:二!己と圭:主 )。
5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずオ功 にヽ該当する者の有無

認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営禾lI舌動法人が特例認定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前1年内に当該認定

特定非営禾I∫舌動法人又は当該特例認定特定非営千1脂動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しない者の有無

有。①

禁錮以上の刑に処せられ その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から

5年を経過しない者の有無
有。①

特定非営禾1輛・動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第 204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受

けることがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有。①

暴力団の構成員等の有無 有・①

認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 はい いいえ

はい いいえ一
５ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
はい いいえ

耐
議

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、」皇昼EL墾菫」日EZ奎圧1自ロロLコLttfヨ員l'2≧

`二

菫」±生」豊LLと整塾置堕董

「その生 :塑颯理 1墾:菫1国堅1五墨」E!」12:型堕区|□国墾⊇些交付を重圭」コ|こ邁整1」塑L盆L堡型國幽理里製菫国二五二上_____
(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬隈程等提出書には添付不要

いヽrtlr (国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

次のいずれかに該当する法人

暴力団 ttlr(6vr)
暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はぃ♂バF冗ゝ

/




